
 

３ 関係法令抜粋 

○身体障害者福祉法（抄） 

［昭和 24年 12 月 26 日法律第 283 号］ 

注 平成 28 年 6月 3日法律第 65 号改正現在 

第１章 総則 

（法の目的） 

第１条 この法律は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）と相まって、身体障害者の自立と社会経済活動への参加を

促進するため、身体障害者を援助し、及び必要に応じて保護し、もつて身体障害者の

福祉の増進を図ることを目的とする。 

第１節 定義 

（身体障害者） 

第４条 この法律において、｢身体障害者｣とは、別表に掲げる身体上の障害がある１８歳以

上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。 

 

第２章 更生援護 

第１節 総則 

（身体障害者手帳） 

第１５条 身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、その居

住地（居住地を有しないときは、その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付

を申請することができる。ただし、本人が１５歳に満たないときは、その保護者（親権

を行う者及び後見人をいう。ただし、児童福祉法第２７条第１項第３号又は第２７条の

２の規定により里親に委託され、又は児童福祉施設に入所した児童については、当該里

親又は児童福祉施設の長とする。以下同じ）が代わって申請するものとする。 

２ 前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは、厚生労働大臣の定めるところ

に従い、かつ、その指定に当たっては、社会福祉法第７条第１項に規定する社会福祉に

関する審議会その他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴

かなければならない。 

３ 第１項に規定する医師が、その身体に障害のある者に診断書を交付するときは、その

者の障害が別表に掲げる障害に該当するか否かについて意見書をつけなければならない。 

４ 都道府県知事は、第１項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当

すると認めたときは、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。 

５ 前項に規定する審査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたとき

は、都道府県知事は、理由を附して、その旨を申請者に通知しなければならない。 

 以下 略 

 

   第５章 雑則 

（罰則） 

第４７条 偽りその他不正な手段により、身体障害者手帳の交付を受けた者又は受けさせ

た者は、六月以下の懲役又は二十万円以下の罰金に処する。 

－４－ 

－５－ 



 

別表（第４条・第１５条・第１６条関係） 

一 次に掲げる視覚障害で、永続するもの 

１  両眼の視力（万国式試視力表によつて測ったものをいい、屈折異常がある者については、

矯正視力について測つたものをいう。以下同じ。）がそれぞれ０.１以下のもの 

２  一眼の視力が０.０２以下、他眼の視力が０.６以下のもの 

３  両眼の視野がそれぞれ１０度以内のもの 

４  両眼による視野の２分の１以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で、永続するもの 

１  両耳の聴力レベルがそれぞれ７０デシベル以上のもの 

２  一耳の聴力レベルが９０デシベル以上、他耳の聴力レベルが５０デシベル以上のもの 

３  両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が５０パーセント以下のもの 

４  平衡機能の著しい障害 

三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害 

１  音声機能、言語機能又はそしゃく機能の喪失 

２  音声機能、言語機能又はそしゃく機能の著しい障害で、永続するもの 

四 次に掲げる肢体不自由 

１  一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で、永続するもの 

２  一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指以上

をそれぞれ第一指骨間関節以上で欠くもの 

３  一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 

４  両下肢のすべての指を欠くもの 

５  一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以上の機能

の著しい障害で、永続するもの 

６  １から５までに掲げるもののほか、その程度が１から５までに掲げる障害の程度以上である

と認められる障害 

五  心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害で、永続し、かつ、日常生

活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 

（政令で定める障害） 

身体障害者福祉法施行令第３６条 

 法別表第５号に規定する政令で定める障害は、次に掲げる機能の障害とする。 

   一 ぼうこう又は直腸の機能 

   二 小腸の機能 

三 ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能 

四 肝臓の機能 

 

－６－ 



 

○身体障害者福祉法施行令（抄） 

［昭和 25年 4月 5日 政令第 78 号］ 

注 平成 25 年 11 月 27 日政令第 319 号改正現在 

（医師の指定等） 

第３条 都道府県知事が法第１５条第１項の規定により医師を指定しようとするときは、

その医師の同意を得なければならない。 

２ 法第１５条第１項の指定を受けた医師は、６０日の予告期間を設けて、その指定を辞

退することができる。 

３ 法第１５条第１項の指定を受けた医師について、その職務を行わせることが不適当で

あると認められる事由が生じたときは、都道府県知事は、社会福祉法第７条第１項に規

定する地方社会福祉審議会（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴いて、そ

の指定を取り消すことができる。 

（障害の認定） 

第５条 都道府県知事は、法第１５条第１項の申請があった場合において、その障害が法

別表に掲げるものに該当しないと認めるには、地方社会福祉審議会に諮問しなければな

らない。 

  （第２項以下 略） 

○身体障害者福祉法施行規則（抄） 

                  ［昭和 25年 4月 6 日 厚生省令第 15 号］ 

注 平成 27 年 9月 29 日厚生労働省令第 150 号改正現在 

（身体障害者手帳の申請） 

第２条 法第１５条第１項の規定による身体障害者手帳の交付の申請は、申請書に、次に

掲げる書類を添えて行うものとする。 

一 法第１５条第１項に規定する医師の診断書 

二 法第１５条第３項に規定する意見書 

（第三号以下 略） 

（身体障害者手帳の記載事項及び様式） 

第５条 身体障害者手帳に記載すべき事項は、次のとおりとする。 

一 略 

二 障害名及び障害の級別 

三 略 

四 略 

２ 略 

３ 第１項の障害の級別は、別表第５号のとおりとする。 

－７－ 


